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○建設工事入札参加資格審査申請書等の提出の時期、方法その他必要な事項 

平成17年４月１日告示第35号 

改正

平成20年８月25日告示第245号 

平成20年12月17日告示第304号 

平成22年10月22日告示第244号 

平成23年３月24日告示第82号 

平成24年７月31日告示第212号 

平成25年１月25日告示第８号 

平成25年10月１日告示第236号 

平成26年３月24日告示第51号 

平成28年11月１日告示第252号 

平成29年３月29日告示第61号 

平成31年１月17日告示第１号 

令和３年３月30日告示第50号 

令和４年３月24日告示第40号 

建設工事入札参加資格審査申請書等の提出の時期、方法その他必要な事項 

競争入札に参加する者に必要な資格（平成17年磐田市告示第34号）第１に規定する建設工事入札

参加資格審査申請書及び競争契約参加資格審査申請書変更届の提出の時期、方法その他必要な事項

を次のとおり定める。 

第１ 建設工事入札参加資格審査申請書の提出の時期、方法その他必要な事項 

１ 提出時期及び場所等 

(１) 定期の審査 

提出者の区分 提出の時期 提出場所 

１ 一般の建設業者 西暦奇数年の１月15日から２月14日までとする。

ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する

法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日を

除く。 

磐田市総務部

契約検査課へ持

参又は郵送によ

り提出するこ

と。 ２ 共同企業体 同上 
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３ 事業協同組合 同上 

(２) 追加の審査 

提出の時期 提出場所 

西暦奇数年の４月１日から次の西暦奇数年の２月

14日までとする。ただし、日曜日、土曜日、国民

の祝日に関する法律に規定する休日及び12月29日

から翌年の１月３日までの日を除く。 

磐田市総務部契約検査課へ持参又は郵送

により提出すること。 

２ 提出部数 

１部 

３ 提出書類 

(１) 一般の建設業者（市内業者） 

提出書類名 様式及び摘要 

１ 一般競争（指名競争）参加資格審

査申請書（建設工事） 

様式第１号 

２ 完成工事高表 様式第２号（その１） 

３ 工事経歴書 工事種別ごとに注文者名、元請又は下請の別、工事

名、工事施工箇所、請負代金額、着工年月及び完成

（予定）年月が記載されているもの 

４ 営業所一覧表 中央公共工事契約制度運用連絡協議会統一様式（以

下「中央公契連統一様式」という。） 

５ 経営事項審査結果通知書の写し 審査基準日が申請しようとする日の前の１年７月以

内であるもの 

６ 技術職員名簿 様式第３号 

７ 建設業の許可申請書の写し 建設業法施行規則（昭和24年建設省令第14号）第２

条第１号に定める別記様式第１号（別表を含む。）で

申請日の直近のもの 

８ 市税完納証明書の写し 

９ 納税証明書の写し 消費税及び地方消費税について未納の税額のないこ

との証明書 
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10 個人住民税特別徴収実施誓約書 様式第６号 

11 暴力団排除に関する誓約書 様式第７号 

(２) 一般の建設業者（市外業者） 

提出書類名 様式及び摘要 

１ 一般競争（指名競争）参加資格審

査申請書（建設工事） 

様式第１号 

２ 完成工事高表 県内に主たる営業所又は営業所を有する業者（様式

第２号（その１）） 

その他の業者（様式第２号（その２）） 

３ 工事経歴書 工事種別ごとに注文者名、元請又は下請の別、工事

名、工事施工箇所、請負代金額、着工年月及び完成

（予定）年月が記載されているもの 

４ 営業所一覧表 中央公契連統一様式 

５ 経営事項審査結果通知書の写し 審査基準日が申請しようとする日の前の１年７月以

内であるもの 

６ 技術職員名簿 氏名、職名、年齢、資格交付年月日及び資格番号が

記載されているもの 

７ 建設業の許可申請書の写し 建設業法施行規則第２条第１号に定める別記様式第

１号（別表を含む。）で申請日の直近のもの 

８ 納税証明書の写し 消費税及び地方消費税について未納の税額のないこ

との証明書 

９ 委任状 磐田市との請負契約に関する権限を支店長等に委任

する場合 

10 個人住民税特別徴収実施誓約書 様式第６号 

11 暴力団排除に関する誓約書 様式第７号 

(３) 共同企業体 

提出書類名 様式及び摘要 

１ 一般競争（指名競争）参加資

格審査申請書（建設工事） 

様式第４号 

経常建設共同企業体に限る。 
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２ 建設工事入札参加資格審査申

請書 

特定建設工事共同企業体に限る。 

様式はその都度定めて公告する。 

３ 完成工事高表 県内に主たる営業所又は営業所を有する業者（様式第２

号（その１）） 

その他の業者（様式第２号（その２）） 

４ 共同企業体協定書の写し 

５ 工事経歴書 経常建設共同企業体に限る。 

工事種別ごとに注文者名、元請又は下請の別、工事名、

工事施工箇所、請負代金額、着工年月日及び完成（予定）

年月が記載されているもの 

６ 経営事項審査結果通知書の写

し 

審査基準日が申請しようとする日の前の１年７月以内で

あるもの 

７ 共同企業体等調書 様式第５号 

経常建設共同企業体に限る。 

８ 競争入札参加資格の認定に必

要とする資料 

特定建設工事共同企業体に限る。 

様式はその都度定めて公告する。 

９ 納税証明書の写し 消費税及び地方消費税について未納の税額のないことの

証明書 

10 個人住民税特別徴収実施誓約

書 

様式第６号 

11 暴力団排除に関する誓約書 様式第７号 

(４) 事業協同組合 

提出書類名 様式及び摘要 

１ 一般競争（指名競争）参加資格審

査申請書（建設工事） 

中央公契連統一様式 

２ 官公需適格組合証明書の写し 

３ 組合員名簿 

４ 共同受注規約 

５ 配分基準 
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６ 経営事項審査結果通知書の写し 審査基準日が申請しようとする日の前の１年７月以

内であるもの 

７ 納税証明書の写し 消費税及び地方消費税について未納の税額のないこ

との証明書 

８ 個人住民税特別徴収実施誓約書 様式第６号 

９ 暴力団排除に関する誓約書 様式第７号 

第２ 競争契約参加資格審査申請書変更届の提出の方法その他必要な事項 

１ 提出場所 

磐田市総務部契約検査課 

２ 提出部数 

１部 

３ 提出書類等 

提出書類名 様式及び摘要 

１ 一般競争（指名競争）参加資格審

査申請書変更届（建設工事、測量

等、物品製造等） 

様式第８号 

２ 商業登記簿の登記事項証明書の写

し 

法人の住所、商号又は名称及び代表者の氏名に係る

変更の場合 

３ 住民票の写し 個人の住所に係る変更の場合 

４ 戸籍謄本又は抄本の写し 個人の氏名に係る変更の場合 

５ 許可・登録等の証明書の写し 許可・登録等の状況に係る変更の場合 

附 則

（施行期日） 

１ この告示は、平成17年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の建設工事入札参加資格審査申請書等の提出時期、

方法その他必要な事項（平成13年磐田市告示第22号）、建設工事入札参加資格審査申請書等の提

出の時期、方法その他必要な事項（平成17年福田町告示第２号）、建設工事入札参加資格審査申

請書等の提出の時期、方法その他必要な事項（平成16年竜洋町告示第54号）、建設工事入札参加
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資格審査申請書等の提出の時期、方法その他必要な事項を定める要領（平成16年豊田町告示第２

号）又は豊岡村建設工事等入札参加資格審査申請書等の提出時期、方法その他必要な事項を定め

る要領（平成16年豊岡村要領第４号）の規定によりなされた手続その他の行為は、それぞれこの

告示の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成20年８月25日告示第245号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成20年12月17日告示第304号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成22年10月22日告示第244号） 

この告示は、公示の日から施行し、平成22年度に実施する定期の審査に係る申請から適用する。 

附 則（平成23年３月24日告示第82号） 

この告示は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年７月31日告示第212号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成25年１月25日告示第８号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成25年10月１日告示第236号） 

この告示は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月24日告示第51号） 

この告示は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年11月１日告示第252号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の規定は、平成29年４月１日以降に有効となる市が発注する工事又は製造の請負（以下

「建設工事」という。）の請負契約に係る競争入札参加者に必要な資格の審査について適用し、

同日前に有効となる建設工事の請負契約に係る競争入札参加者に必要な資格の審査については、

なお従前の例による。 

附 則（平成29年３月29日告示第61号） 

この告示は、平成29年４月１日から施行する。 
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附 則（平成31年１月17日告示第１号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の規定は、平成31年４月１日以降に有効となる市が発注する工事又は製造の請負（以下

「建設工事」という。）の請負契約に係る競争入札参加者に必要な資格の審査について適用し、

同日前に有効となる建設工事の請負契約に係る競争入札参加者に必要な資格の審査については、

なお従前の例による。 

附 則（令和３年３月30日告示第50号） 

 この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月24日告示第40号）

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 
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